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日本郵政共済組合本部長 

   日本郵政共済組合組合員貸付規程の運用について 

 

 標記について、日本郵政共済組合組合員貸付規程（平成元年９月１日。以下「規程」と

いう。）第２４条の規定により、規程の実施に関し必要な事項を下記のとおり定める。 

 

記 

１ 規程の運用 

 (1) 規程第５条（貸付けの種類及び貸付金の限度額）関係 

   貸付けの種類ごとの取扱いは次のとおりとするが、いずれの貸付種類においても個

人間の売買にかかる費用は貸付の対象としない。 

   また、再雇用社員等に対する貸付金の限度額について、月給制契約社員の退職慰労

金は退職手当又はこれに相当する手当の額（以下「退職手当」という。）に含めないも

のとする。 

  ア  普通貸付 

   (ｱ) 物資貸付 

     １単位が１０万円以上の物資の購入に限る。 

    注１  単位とは、個、冊、セット又は式等をいい、この価格が１０万円以上であ

る場合は、物資貸付となる。 

    注２  通常、セット又は式等を単位として販売される１０万円以上の物資のうち、

個又は冊単位に分離して購入できるものを組合員が個又は冊単位で購入する

場合には、その個又は冊単位の価格が１０万円未満であるときは、一般貸付

となる。 

   (ｲ) 特認貸付 

     「その他本部長が必要と認めたとき」とは、次の場合などである。 

    Ａ  異動に伴う引越費用及び退去費用 

    Ｂ  海外出張費用 

    Ｃ  医療等に伴う付随費用（交通費及び育児費等） 

  イ  特別貸付 

   (ｱ) 教育 

     学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校、同法第１２４

条に規定する専修学校、同法第１３４条に規定する各種学校若しくはこれに準ず

る学校又はこれらの学校に準ずる外国の教育機関への就学の準備、就学又は就学

の継続のために支払う費用 

    （対象）受験料、入学金（併願校に支払うものを含む。）、授業料、学校等が統一

的に指定する制服・鞄・教材等の購入費用（業者に対して支払うものを含

む。）、通学定期の購入費用、就学に伴う移転費用、予備校・塾の入学金・

授業料等 

    （対象外）受験のための交通費等、ホームステイ費用、通学のための下宿費用、

カルチャーセンター・クラブ費用、ピアノ・パソコン等の購入費用等 

    注１ 専修学校及び各種学校の要件とは、次の条件を全て満たす場合をいう。 

(1) 修業年限が１年以上であること。 

(2) 私立にあっては、学校法人であること。 

(3) 学校教育法に定める学校教育に類する教育を行うものであること。 

    注２  いずれも一括又は分割（前後期等）で、送金日から３か月以内に支払うも

の又は支払日から３か月以内に申し込まれたものに限る。 

    注３  個別には貸付対象とならないものであっても、貸付対象となるものと同じ

請求書で一体的に請求されるものを含む。 

    注４  海外の教育機関への就学（短期留学を含む。）については、留学の準備に要

する渡航関連費用等を含む。 



    注５  日常生活を営むために必要と考えられる要素のある費用は除く。 

   (ｲ) 結婚 

     結納、挙式、披露宴、新婚旅行並びに婚約記念品、結婚に伴い必要となる家具、

電化製品及び衣料等の購入に要する費用のほか、結婚に伴い必要となる各種費用 

    注 結婚式に出席する者の旅費及び宿泊費用並びに新居の引っ越し、敷金及び礼

金に伴う費用は除く。 

   (ｳ) 災害 

     自然災害又は火災等により損害を受けた住居及びその住居内の家財の復旧に要

する費用 

    注 り災証明書、その他その災害を受けた事実を証明する書類が発行されない場

合は、原則として貸付けの対象外とする。 

   (ｴ) 葬祭 

     葬式、墓地の購入及び墓石の建設等に要する費用 

    注  金製仏具等著しくぜい沢に及ぶもの並びに生前に購入する自分のための墓石、

墓地及び戒名料並びに葬儀に出席する者の旅費及び宿泊費用は除く。 

   (ｵ) 医療 

     医療費及び出産費等病院等に支払う費用並びに介護に要する費用 

    （対象）医療に要する費用、介護福祉施設への入居一時金（退去時に返還される

ものを含む。）、福祉車両の購入等費用、車椅子・介護用ベッド等の介護用

品の購入費用、訪問介護の初期費用 

    （対象外）出産に要する費用で受取代理制度又は直接支払制度を利用する場合、

美容外科及び美容整形に要する費用、介護福祉施設・訪問介護の月額利

用料等 

    注１  送金日から３か月以内に支払うもの又は支払日から３か月以内に申し込ま

れたものに限る。 

    注２  個別には貸付対象とならないものであっても、貸付対象となるものと同じ

請求書で一体的に請求されるものを含む。 

    注３  月額利用料など月単位で支払う費用、日常生活を営むために必要と考えら

れる要素のある費用は除く。 

    注４  公的助成を受ける場合は、要する費用と助成額の差額分のみを貸付対象と

する。 

    注５  出産に係る医療貸付は、受取代理制度又は直接支払制度を利用しない場合

に限る。 

    注６ 医療等に伴う付随費用（交通費及び育児費等）は除く。 

  ウ  一般住宅貸付 

   (ｱ) 一般住宅貸付により取得する物件の所有名義は、借受人本人のものであること

（規程第５条第１項の表第２欄に掲げる貸付申込事由のうち、一般住宅貸付の項

イの括弧書に該当する場合を除く。）。 

   (ｲ) 借受人自ら居住する住宅を取得する場合で、共済センター長がやむを得ないと

認めたときは、借受人の配偶者又は１親等の親族の所有名義となる場合に限り、

規程第５条第１項の表の貸付金の限度額の範囲内で３００万円まで貸し付けるこ

とができる。 

   (ｳ) 「大規模な増改築」とは、その増築、改築若しくは移転に係る部分の延床面積

の合計が１０㎡を超えるもの又はその延床面積が１０㎡以下であるが、工事費用

が２００万円を超えるものをいう。 

   (ｴ) 貸付申込人が規程第２２条の２に規定する取得の届出が６月以内にできないこ

とが明らかな場合であっても、その売買物件の相手方が独立行政法人都市再生機

構、地方住宅供給公社等住宅関係公共機関であって、共済センター長がやむを得

ないと認めたものについては、貸付けを行うことができる。 

   (ｵ) 共同所有名義に係る貸付けは、次による。 

    Ａ  共同名義人は、配偶者又は２親等以内の親族で、組合員と同居する必要があ

ると共済センター長が認めるものに限る。 

    Ｂ  貸付金額は、取得する物件の持分（持分が明らかでない場合は、共同名義人

で等分したもの。）相当額以内で、かつ、借受人の貸付限度額以内とする。この

場合、貸付対象面積は、一般の例による。 

   (ｶ) 推定退職手当の額による貸付け（特別住宅貸付を含む。）を受ける者は、貸付申

込日から引き続き５年以上勤務すると認められる者とし、定年により５年以上勤

務することができない者は、定年までの勤続年数により求めた推定退職手当の額

とする。 

   (ｷ) 一般住宅貸付の貸付金の限度額の算出において「５年間の元金弁済見込額」は、

次の区分に応じ、それぞれに定める金額（その額に円位未満の端数が生じたとき

は、これを切り捨てる。）とする。 

    Ａ 元金均等弁済方式の貸付の場合 

      ５年後の退職手当の推計額を弁済予定月数で除して得た額の６０倍に相当す

る額 

    Ｂ 元利均等弁済方式の貸付の場合 

       ５年後の退職手当の推定額の１００分の７に相当する金額 

   (ｸ) 規程第５条第４項の規定の適用を受けることができる者（以下エにおいて同

じ。）は、退去請求の通知を受理した日から当該通知書面に記載された社宅退去期

限までの間に貸付けの申込書を共済センター長に提出した者とする。 

   (ｹ) 一般住宅貸付の借受人は、次の場合に限り、重ねて一般住宅貸付を借り受ける

ことができる。 

    Ａ 貸付けにより土地を取得した者が、その土地に住宅を取得する場合 

    Ｂ 貸付けにより借地に住宅を取得した者が、その借地を取得する場合 

    Ｃ 貸付けにより住宅を取得した者が、その住宅を増改築又は修繕等をする場合 

    Ｄ 貸付けにより土地又は住宅を取得、修繕等をした者が、隣接する土地の取得

を必要とする場合 

    Ｅ その他、共済センター長が真にやむを得ないと認めた場合 

  エ  特別住宅貸付 

   (ｱ) 土地のみを購入するための貸付けは行わない。 



   (ｲ) 貸付けにより取得する物件は、借受人の所有名義（共同所有名義を含む。）に限

る。 

   (ｳ) 共同所有名義に係る貸付けは、前記ウの(ｵ)に準ずる。 

   (ｴ) 特別住宅貸付については、後記(11)のキ及び(16)の定めを準用する。 

  オ 前記ウ（一般住宅貸付）及びエ（特別住宅貸付）において、住宅の増改築及び修

繕等とは、住宅部分について行う修理（壁・屋根の塗装、屋根の葺替え及び建具取

替を含む。）、介護のための改良（手すりの設置、トイレの改修、バリアフリーへの

改修等）をいう。 

    なお、公的助成を受ける場合、要する費用と助成額の差額分を貸付けの対象とす

る。 

 (2) 規程第６条（貸付けを受けることができる者）関係 

ア 再雇用社員等への貸付けについては、再雇用社員の組合員期間の計算は、再雇用 

以降の期間とする。 

イ 再雇用社員等（郵政会社等の役員である者は除く。）の返済期間は、再雇用期間等 

 の範囲内とする。 

ウ 保証人は１人以上とする。ただし、官公庁等共済組合貸付保険制度を適用する場 

合には、保証人に替えて該当する官公庁等共済組合貸付保険制度によることができ 

る。 

 (3) 規程第６条の３（他の連合会加入組合等からの異動者の取扱い）関係 

  ア 債権の譲渡を受ける日は、組合員となった日が月の初日の場合はその日とし、そ

れ以外の場合は、組合員となった日の属する月の翌月初日とする。 

  イ 共済センター長は、転出元共済組合から送付される債権譲渡の通知文書及び借用

証書を保管する。 

  ウ 共済センター長は、転出元共済組合から債権譲渡された金額を、転出元共済組合

の指定する口座に送金する。 

 (4) 規程第６条の４（他の連合会加入組合等への異動者の取扱い）関係 

  ア 債権譲渡を行った貸付金に係る転出先組合における利息の計算、弁済期間及び弁

済方法等の貸付条件については、当共済組合で適用していた条件と同じとなる。 

  イ 共済センター長は、転出先共済組合に対し、貸付残高、貸付利率、返済回数及び

償還方法（元金均等・元利均等）等の貸付条件並びに債権譲渡した金額の受入口座

を通知するとともに、借用証書（原本）を送付する。 

  ウ 共済センター長は、債権譲渡に係る組合員に対し、貸付債権を転出先共済組合に

債権譲渡した旨を通知する。 

  エ 転出先共済組合から、イに規定する受入口座に入金があったときは、受入処理を

行う。 

 (5) 規程第７条（貸付けの制限等）関係 

  ア  住宅貸付により取得できる土地面積は、３３０㎡（１００坪）以内とする。ただ

し、共済センター長がやむを得ないと認めたものについてはこの限りでない。 

  イ  一般住宅貸付による土地購入については、次により取り扱う。 

   (ｱ) 共済センター長は、住宅建築確認及び取得（工事完了）確認管理簿（別紙様式

第１号）を設け、貸付年月日及び建築年月日等を記録し、住宅の新築の有無を監

査する。 

     なお、添付書類のうち全部事項証明書、全部事項証明書の写し、一部事項証明

書又は一部事項証明書の写しについては、その内容を確認後、借受人に返すこと

ができる。 

   (ｳ) 借受人は、５年以内に住宅を新築できない場合は、５年を経過する以前に住宅

建築取得延伸願（別紙様式第２号）を共済センター長に提出し、延伸について共

済センター長の承認を受けなければならない（再延伸する場合を含む。）。 

  ウ  月例控除額及びボーナス控除額は、法定控除の請求処理をする日（月例控除額は

毎月第３営業日但し、１月と５月については、第１営業日。ボーナス控除額はボー

ナス支給日の９営業日前）に定める。 

  エ 規程第７条第４項の規定は、毎月の弁済元金及び利息の合計額に、給与明細によ

り確認できる他の機関からの毎月の弁済金、差し押さえ金を合算した金額により適

用するものとする。 

 (6) 規程第９条（貸付金の利息）関係 

   規程第１１条の２に規定する元利均等弁済方式により弁済する場合で、月例控除と

ボーナス控除を併用することにより弁済する場合の利息は、次により計算して得た金

額（その利息の額に円位未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。）とする。 

  ア  月例控除による弁済額に係る利息 

    未弁済元金×年利率×１／１２ 

  イ  ボーナス控除による弁済額に係る利息 

    未弁済元金×年利率×１／１２×経過月数 

   注１ 未弁済元金 弁済を行う日の属する月の前月末日における未弁済元金 

   注２ 経過月数 ボーナス控除月から弁済を行う日の属する月までの月数（弁済を

行う日の属する月が第１回目のボーナス控除月以前であるときは、貸付月から

弁済を行う日の属する月までの月数） 

 (7) 規程第１１条（貸付金の弁済）関係 

  ア  借受人からの弁済の管理は、次により行う。 

   (ｱ) 共済センター長は、弁済金請求情報を作成するため必要な事項を、別に定める

ところにより、郵政共済システムに登録する。 

   (ｲ) 共済センター長は、毎月及びボーナス支給期に、弁済金請求情報を作成の上、

弁済金請求情報一覧表を組合員の所属する会社の給与支給機関の長に送付するほ

か、他共済転入貸付弁済金月例給与及びボーナス控除依頼データにより、組合員

の所属する会社の給与支給機関の長あてに控除請求を行うことができる。 

   (ｳ) 共済センター長は、給与支給機関の長から弁済金控除額結果の送付を受けたと

きは、法定控除請求の消込処理（控除の結果を郵政共済システムに反映させる処

   (ｲ) 借受人は、５年以内に住宅を新築したときは、不動産登記簿の全部事項証明書

（以下「全部事項証明書」という。）、全部事項証明書の写し、不動産登記簿の一

部事項証明書（以下「一部事項証明書」という。）又は一部事項証明書の写しを共

済センター長に提出しなければならない。 



理をいう。以下この(ｳ)において同じ。）をする必要のある借受人について、弁済

金控除額結果に基づき、法定控除請求の消込処理を行い、まだ受け入れの済んで

いない弁済元利金があるときは、その借受人に対して、速やかにその払込みを督

促する。 

  イ  共済センター長は、借受人（元利均等弁済方式により弁済している一般住宅貸付

の借受人を除く。以下このイにおいて同じ。）が給与の全部または一部の支給を受け

ないことにより、貸付金の全部又は一部を払い込むことができない場合において、

その借受人の生計状況等から見て真に弁済が困難であると認めたときは、その必要

な期間弁済を猶予することができる。この場合、借受人は弁済の猶予を必要とする

理由を書いた書類を共済センター長に提出する。 

  ウ  ボーナス併用払におけるボーナスからの弁済開始時期及び弁済額は、次のとおり

とする。 

   (ｱ) 弁済開始時期は、次表のとおりとする。 

その貸付けを行った時期 ボーナスからの弁済開始時期 

６月から１１月までの間 

１２月から５月までの間 

貸付け後最初の年末手当 

貸付け後最初の夏期手当 

    注  弁済の猶予を認められた場合、ボーナスによる貸付金の弁済開始時期は、そ

の猶予の満了した月が６月から１１月までの間にあるときは満了後最初の年末

手当とし、１２月から５月までの間にあるときは満了後最初の夏期手当とする。 

   (ｲ) ボーナスから弁済する額の合計額は、普通貸付及び特別貸付並びに一般住宅貸

付（元利均等弁済方式により弁済するものに限る。）については、貸付金額の２分

の１を限度とする。 

  エ  貸付申込時に申し出た弁済方法は、貸付決定後は変更できない。ただし、借受人

が希望する場合は、次により月の５日から１５日までの間に、未弁済元金及び利息

（以下「未弁済元利金」という。）の一部又は全部を臨時に弁済（以下「臨時弁済」

という。）することができる。この場合、月の１６日以降の払込取扱日で臨時弁済が

行われたときは借受人に臨時弁済された額を還付する。 

   (ｱ) 普通貸付及び特別貸付並びに一般住宅貸付の元金均等弁済方式による弁済の場 

    合 

     借受人は、未弁済元利金の一部又は全部を臨時に弁済することができる。未弁

済元利金の一部を臨時に弁済する場合の弁済元金は、１万円の整数倍の額とし、

ボーナス併用払いによる弁済の場合は、ボーナスにより弁済する未弁済元利金か

ら充当することとし、ボーナスから弁済することとなっている未弁済元利金が完

済されるまでの間は、月賦による未弁済元利金の臨時弁済は認められない。 

   (ｲ) 一般住宅貸付の元利均等弁済方式による弁済の場合 

     借受人は、未弁済元利金の全部を臨時に弁済することができる。残高は、貸付

決定時に交付された弁済予定表（別紙様式第３号）により確認する。なお、弁済

予定表を紛失等して、残高を照会する場合は、共済組合貸付金残高等照会票（別

紙様式第４号）により、共済センターあて照会する。 

(ｳ) 特別住宅貸付の弁済の場合 

  借受人は、未弁済元利金の一部又は全部を臨時に弁済することができる。未弁済

元利金の一部を臨時に弁済する場合の弁済元金は、１万円の整数倍の額とする。 

  オ  借受人は、臨時弁済の方法により未弁済元利金の一部又は全部を臨時に払い込む

ときは、ゆうちょ銀行の振替の方法により本部長に送金する。払込取扱票の通信欄

には、組合員番号、貸付種類、通番、弁済金額（元金、利息、合計）等を記載する。 

    なお、借受人が未弁済元利金の全部を臨時に払い込むときは、その月の法定控除

後の額を払い込まなければならない。 

  カ  共済センター長は、ゆうちょ銀行貯金事務センターから払込取扱票の写しの送付

を受けたときは、借受人から払い込まれた弁済元利金に誤りがないかを確認の上、

受入処理を行う。 

    なお、受入処理において、臨時弁済額に過不足が生じた場合は、正しい金額で受

け入れ、過不足額については、借受人に還付又は督促する。 

  キ  普通貸付及び特別貸付並びに一般住宅貸付（元金均等弁済方式により弁済するも

のに限る。）については、毎月の弁済元金は均等額とし、１回当たりの弁済元金が均

等にならない場合には、端数を最終回の月例控除時に弁済する。 

    なお、月例控除とは別に、ボーナス併用払いにおいて１回当たりのボーナス控除

額が均等にならない場合には、ボーナス弁済分の端数を最終回のボーナス控除時に

弁済する。 

  ク 一般住宅貸付（元利均等弁済方式により弁済するものに限る。）については、貸付

金の弁済額の合計額に過不足が生じたときは、最終回で精算する。 

ケ 特別住宅貸付（５年以内の定年退職予定者への貸付に限る。）の弁済期限を６０歳

の定年年齢としている借受人について、弁済期間中に定年年齢が改正された場合は、

規程第１１条第３項に定める貸付金の弁済期間６０月以内に関わらず、退職時に一

括弁済するものとする。 

 (8) 規程第１２条（災害時における弁済の特例）関係 

  ア  弁済の猶予を受けようとする借受人は、災害のあった日から６月以内に、災害の

内容、弁済の猶予を希望する月数等を記載した書面を、共済センター長に提出しな

ければならない。 

  イ  共済センター長は、書面に記載された災害の事実を新聞記事等により確認すると

ともに、余白に確認年月日、被害の状況等を簡記する。 

 (9) 規程第１５条（住宅貸付保険契約又は一般貸付保険契約の失効等の場合の措置）関

係 

  ア  借受人は、住宅貸付保険契約又は一般貸付保険契約が失効又は解除された場合は、

速やかに次の措置をする。 

   (ｱ) 失効又は解除後の未弁済元金(住宅貸付保険契約又は一般貸付保険契約が失効

又は解除された場合の未弁済元金をいう。以下このアにおいて同じ。)が５０万円

以下の場合は、連帯保証人を１名立てる。 

   (ｲ) 失効又は解除後の未弁済元金が５０万円を超え１００万円以下の場合は、連帯

保証人を２名立てる。 

   (ｳ) 失効又は解除後の未弁済元金が１００万円を超える場合は、連帯保証人を２名



立てるとともに次の措置をする。 

    Ａ  住宅貸付保険契約に係る貸付けについては、組合のために抵当権を設定する。

ただし、失効又は解除後の未弁済元金が２００万円以下で、かつ、借受人の退

職手当の額以内であるときは、金銭消費貸借公正証書の作成をもって抵当権の

設定に代えることができる。 

    Ｂ  一般貸付保険に係る貸付けについては、金銭消費貸借公正証書を作成する。 

   (ｴ) 前記(ｳ)により抵当権を設定するもののうち、その対象物件が住宅である場合、

借受人は、その住宅について組合の指定する保険会社の火災保険に付し、その火

災保険請求権について組合のために質権を設定する。 

  イ  本部長は、抵当権抹消に必要な委任状、印鑑証明書、履歴事項全部証明書、登記

原因証明情報及び日本郵政共済組合と郵政省共済組合との同一性についての証明書

を必要の都度発行する。 

 (10) 規程第１６条（団体信用生命保険）関係 

    団体信用生命保険の保険料は、貸付金の利息と合算して徴収することとし、その 

保険料は「貸付金利息」の勘定科目で受入計理する。 

 (11) 規程第１７条（貸付けの申込み）関係 

  ア  貸付申込人は、貸付申込書（別紙様式第５号の１から同第５号の１０まで）、借用

証書（別紙様式第６号の１から同第６号の３まで）、送金先の口座を証明する書類（ゆ

うちょ銀行総合口座通帳の写し等）、給与支給額を証明する書類（給与明細の写し等）

及び貸付申込内容を証明する添付書類を共済センター長に提出しなければならない。 

  イ  貸付申込人は、普通貸付については、支払日及び支払金額がわかる見積書等の添

付書類を提出しなければならない。 

  ウ  貸付申込人は、特別貸付のうち貸付申込事由が結婚である場合の貸付けについて

は、貸付申込書の貸付申込事由欄に結婚予定者の氏名、申込人と結婚予定者との続

柄及び結婚予定年月日を記載し、支払日、支払金額及び支払内訳がわかる見積書を

添付しなければならない。 

  エ  貸付申込人は、特別貸付のうち貸付申込事由が災害である場合の貸付けについて

は、添付書類を省略できる。この場合、共済センター長は貸付申込書に記載された

災害の事実を災害見舞金請求書（共済組合短期給付）及び新聞記事等により確認す

るとともに、貸付申込書の表面余白に確認年月日、被害の状況等を簡記する。 

  オ 貸付申込人は、特別貸付のうち貸付申込事由が教育である場合の貸付けについて

は、添付書類として在学証明書、合格通知書又は入学許可を証明する書類又は、申

立書を提出しなければならない。 

   注１  在学証明書を提出する場合は、これに代えて学生証の写しでもよい。 

   注２  貸付申込の際、合格通知書又は入学許可を証明する書類又は申立書、留学及

びその準備に要する書類一式を添付した場合は、入学後速やかに在学証明書又

は学生証の写しを提出する。 

   注３  在学証明書又は学生証の写しの提出があった場合、その学校が貸付申込書の

対象となった学校と異なっていてもそのまま認めてもよい。 

   注４ 留学に関する書類が外国語の場合は、和訳を提出する。 

カ 貸付申込人は、特別貸付のうち貸付申込事由が医療であって介護に要する費用の

貸付けについては、市区町村が発行する要支援・要介護認定区分を証明する書類、

障害者手帳、公的助成額を証明する書類を提出しなければならない。 

  キ 一般住宅貸付の貸付申込人は、住宅貸付申立書（別紙様式第７号）及び次に掲げ

る添付書類を提出しなければならない。ただし、住宅の修繕等を行う場合で、その

貸付申込金額が５０万円以下の貸付けについては、(ｳ)Ａ、(ｵ)Ａ及び(ｵ)Ｂに掲げ

る添付書類を省略できる（その修繕等を行う住宅が組合員及び被扶養者の所有する

ものでないときは、「住宅所有者の修繕等についての承諾書」を添付する。）。 

   (ｱ) 住宅の新築又は増改築の場合 

    Ａ  建築確認済証 

    Ｂ  工事費見積書又は工事請負契約書 

    Ｃ  全部事項証明書（増改築の場合に限る。） 

    Ｄ 公的助成額を証明する書類 

   (ｲ) 土地若しくは住宅の購入又は土地及び住宅の同時購入の場合 

     売買契約書及び全部事項証明書 

   (ｳ) 修繕等の場合 

    Ａ  修繕等を行う住宅の全部事項証明書又は固定資産税台帳登録証明書 

    Ｂ  工事費見積書 

    Ｃ  住宅所有者の修繕等についての承諾書（規程第５条第１項の表に掲げる貸付

申込事由のうち、一般住宅貸付の項イの括弧書に該当する場合に限る。） 

    Ｄ 公的助成額を証明する書類 

   注１  「建築確認済証」とは、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４条に

規定する建築主事が承認し、建築主のところへ許可証として通知されるもの。 

      なお、増築、改築又は移転に係る部分の延床面積が１０㎡以下のため、建築

確認済証を添付できないときは、これに代えて建物平面図等により、その箇所

及び面積を明らかにする。 

   注２  削除 

   注３  工事費見積書については、これに代えて、工事請負契約書の写し又は売買契

約書の写しを提出してもよい。また、全部事項証明書に代えて、全部事項証明

書の写し、一部事項証明書又は一部事項証明書の写しを提出してもよい。 

   注４  保存登記未済の住宅を購入する場合は、全部事項証明書に代えて、建築確認

済証の写しを提出してもよい。 

   (ｴ) 規程第５条第４項の適用を受けようとする場合 

     退去請求の通知 

   (ｵ) その他 

    Ａ 自己名義でない土地又は自己が共同所有名義人となっている土地に住宅を新

築する場合又はその土地にある住宅を増改築、修繕等する場合 

      土地所有者又は共同所有者の土地使用承諾書 

    Ｂ  自己名義でない住宅又は自己が共同所有名義人となっている住宅を増改築又

は修繕等する場合 



      住宅所有者又は共同所有者の増改築承諾書又は修繕等承諾書 

    Ｃ  他に住宅面積を証明する書類がないとき 

      建物平面図 

    Ｄ  土地購入の場合 

     (A) その土地の地目が田又は畑の場合 

       宅地転用申請受理証明書 

     (B) 貸付実施日以後６月以上経過して住宅の建築を行う場合 

       住宅建築誓約書（別紙様式第８号） 

    Ｅ  地方住宅供給公社の分譲住宅を購入する場合 

   注５  該当する書類が提出されている場合は、売買契約書及び全部事項証明書の添

付は省略できる。 

  ク  共済センター長は、貸付申込人から郵人厚第８２号（5.3.30）第２に規定する物

資貸付及び住宅貸付に係る添付書類が送付されたときは、貸付申込書とともに保管

する。ただし、証明書類名、証明書類の発行者及び発行年月日を記録した後、その

添付書類を貸付申込人に返すことができる。 

  ケ 共済センター長は、必要と認めるときは、貸付事由に係る支払を行ったことを証

明する書類の提出を求めることができる。 

 (12) 規程第１８条（貸付けの審査決定）関係 

  ア  共済センター長は、特別貸付のうち貸付事由が災害である貸付けを除き、次の各

号のいずれかに該当した場合は貸付けを行わない。 

   (ｱ) 規程第１４条の規定により、貸付金が一般貸付保険契約又は住宅貸付保険契約

に基づく保険金により充当されたことがある場合 

   (ｲ) 規程第２１条第１項の規定に該当したことがある場合 

     ただし、資格喪失した後に再び資格取得した場合及び退職手当が支給され繰上

弁済をした場合を除く。 

  イ  共済センター長は、貸付けの可否を決定したときは、次の区分により処理しなけ

ればならない。 

   (ｱ) 貸付けを行うと決定したときは、貸付金を貸付申込人に直接送付する。共済セ

ンター長は、弁済開始月に弁済予定表を作成し、借受人に交付する。 

     なお、弁済予定表を紛失等して残高を照会する場合は、共済組合貸付金残高等

照会票（別紙様式第４号）により照会する。 

   (ｲ) 貸付けを行わないと決定したときは、その理由を通知し、貸付申込書等を貸付

申込人に返す。 

 (13) 規程第１９条（貸付金の交付）関係 

    貸付金は、原則、貸付申込人名義の給与口座であるゆうちょ銀行総合口座（送金機

能付）に送金する。 

 (14) 規程第２１条（繰上弁済）関係 

  ア 法第１２４条の２第１項に規定する継続長期組合員については、この条の規定に

かかわらず、次により取り扱うことができる。 

   (ｱ) 共済センター長は、毎月の払込日及び弁済元利金を継続長期組合員に通知する。 

   (ｲ) 継続長期組合員は、前記(ｲ)により共済センター長から通知された金額をゆうち

ょ銀行の振替の方法により本部長に送金する。 

  イ  組合員が資格を喪失したとき、給与支給機関の長は、共済センター長に当該元組

合員の氏名等を適宜な方法により通知し、共済センター長は、当該元組合員が未弁

済元利金を有していると確認したときは、給与支給機関の長に退職手当等から未弁

済元利金の控除をするよう請求する。 

  ウ 規程第１７条（貸付けの申込み）関係ケの規定により提出を求めた書類が期限内

に提出されなかった場合は、規程第２１条の規定により繰上弁済を求めることがで

きる。 

 (15) 規程第２２条（事後確認）関係 

  ア 普通貸付及び特別貸付の借受人は、当該貸付けに係る支払を行った場合には、遅

滞なく共済センター長に当該支払に係る支払の事実を証する書類として次に定める

書類を提出しなければならない。 

   (ｱ) 普通貸付及び特別貸付（教育を除く） 

     領収書等の写し 

   (ｲ) 特別貸付（教育） 

    Ａ 学校に対して納付する金銭 

      在学証明書又は学生証の写し 

    Ｂ 上記Ａ以外の教育活動に要する費用 

      領収書等の写し 

  イ 共済センター長は、特別貸付（医療）を実施した場合には、当該送金の日から起

算して概ね６か月後を目途として、当該貸付に係る医療費等の診療報酬明細書（レ

セプト）を共済センターにおいて閲覧し、高額療養費の支給有無及び金額について

確認することができる。ただし、この場合において当該貸付により支払われる医療

費等が組合員の被扶養者以外の配偶者、子、又は父母（配偶者の父母を含む。）のも

のであるとき、共済センター長は、借受人に対し、高額療養費の支給有無及び金額

を証する書類の提出を求めることができる。 

 (16) 規程第２２条の２（取得の届出）関係 

  ア  一般住宅貸付の借受人は、住宅の取得等が完了したときは次に定める書類を提出

しなければならない。 

   (ｱ) 住宅を新築又は増改築 

     全部事項証明書、工事費受領証及び住民票の写し 

   (ｲ) 土地若しくは住宅を購入し、土地及び住宅を同時に購入 

     全部事項証明書、売買契約書及び住民票の写し 

   (ｳ) 修繕等 

     工事費受領証の写し 

   注１  添付書類として提出することとなっている全部事項証明書については、これ

に代えて、全部事項証明書の写し、一部事項証明書又は一部事項証明書の写し

でよい。 

   注２  貸付申込書に工事請負契約書の写し又は売買契約書の写しを添付した場合は、



取得の届出の際、工事費受領証の写し又は売買契約書の写しを省略してもよい。 

      ただし、１０㎡以内の増築、改築及び修繕の場合を除く。 

   注３  規程第５条（貸付けの種類及び貸付金の限度額）関係の(1)のウの(ｲ)に係る

借受人は、その住宅に居住していることを証する居住証明書を添付する。 

  イ  規程第２２条の２第２項ただし書の「やむを得ないもの」とは、法務局又は相手

方の事情による。 

    なお、添付資料のうち全部事項証明書、全部事項証明書の写し、一部事項証明書

又は一部事項証明書の写しについては、その内容を確認後、借受人に返すことがで

きる。 

 (17) 規程第２３条（貸与又は譲渡の制限）関係 

  ア  譲渡には一部譲渡を含む。 

  イ  借受人は、土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）又は都市計画等により

換地処分通知等を受けた場合は、そのてん末を記載した書類に関係書類を添付して

速やかに共済センター長に通知する。 

  ウ  共済センター長は、前記イの書類の送付を受けたときは、借受人に対する貸付状

況及び精算金の交付額等を調査の上、承認の可否を決定し、その結果を借受人に通

知する。 

  エ  共済センター長は、貸付けの対象となった物件の所有権移転の有無を確かめるた

め、必要の都度借受人からその物件に係る全部事項証明書又は一部事項証明書及び

住民票を提出させることができる。 

 (18) その他 

   書類の保存年限は、別に定めるものを除き次のとおりとする。 

  ア  借用証書 弁済の終了した月 

  イ  貸付申込書  弁済が終了した月の属する年度の翌年度４月１日から起算して１０

年間   

ウ その他の書類 貸付けを決定した月の属する年度の翌年度４月１日から起算して

１年間 

 (19) 「日本郵政共済組合組合員貸付規程の運用について」に定めのない事項 

   この「日本郵政共済組合組合員貸付規程の運用について」に定めのない事項につい

ては、「共済貸付の手引」によるほか、本部長の定めるところによる。 

 

２ 適用期日 

  この運用は、2026 年４月１日から適用する。 

  ただし、項番１(18)イの変更については、適用期日前に遡って適用する。 

 

 

 

  ウ  共済センター長は、借受人から取得の届出が提出されたときは、届出の内容を審

査の上、住宅建築確認及び取得（工事完了）確認管理簿を設け、提出年月日及び提

出書類名を記録する。 

別紙様式第１号 住宅建築確認及び取得（工事完了）確認管理簿 

別紙様式第２号 住宅建築取得延伸願（貸付 4-1-4） 

別紙様式第３号 弁済予定表 

別紙様式第４号 共済組合貸付金残高等照会票 

別紙様式第５号の１ 普通（一般）貸付申込書（貸付 1-1-2） 

別紙様式第５号の２ 普通（物資）貸付申込書（貸付 1-2-2） 

別紙様式第５号の３ 普通（特認）貸付申込書（貸付 1-3-2） 

別紙様式第５号の４ 特別（教育）貸付申込書（貸付 1-4-2） 

別紙様式第５号の５ 特別（結婚）貸付申込書（貸付 1-5-2） 

別紙様式第５号の６ 特別（災害）貸付申込書（貸付 1-6-2） 

別紙様式第５号の７ 特別（葬祭）貸付申込書（貸付 1-7-2） 

別紙様式第５号の８ 特別（医療）貸付申込書（貸付 1-8-2） 

別紙様式第５号の９ 一般住宅貸付申込書（貸付 1-9-2） 

別紙様式第５号の１０ 特別住宅貸付申込書（貸付 1-10-2） 

別紙様式第６号の１ 借用証書（普通貸付）（貸付 1-1-3、1-2-3、1-3-3） 

別紙様式第６号の２ 借用証書（特別貸付） 

別紙様式第６号の３ 借用証書（住宅貸付） 

別紙様式第７号 住宅貸付申立書（貸付 1-9-4、1-10-4） 

別紙様式第８号 住宅建築誓約書（貸付 1-9-8） 


